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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脊椎インプラントであって、
　上端部とその反対側の下端部との間を延びるスペーサ部材を含んでおり、前記上端部お
よび前記下端部が、それぞれ、１対のアームと、前記１対のアーム間の陥凹表面とを含ん
でおり、前記アームが、脊椎運動分節の上側および下側の横突起のうちそれぞれ隣接した
ものを受けるような構造であり、前記スペーサ部材が、前記上側の横突起と前記下側の横
突起との間を延びて、前記脊椎運動分節の伸展時の前記上側および下側の横突起の互いに
向かう動きを動的に制限するようなサイズおよび形状をした圧縮性の本体を含む、脊椎イ
ンプラント。
【請求項２】
　前記本体が、前記上側の横突起と前記下側の横突起との間の植込み向きにおける後部の
表面と前部の表面とを含んでおり、前記前部および後部の表面が前記上端部と前記下端部
との間を延びており、前記前部の表面が前記上端部と前記下端部との間に凹状の湾曲部を
含む、請求項１に記載のインプラント。
【請求項３】
　前記後部の表面が、前記上端部と前記下端部との間で凸状に湾曲する、請求項２に記載
のインプラント。
【請求項４】
　前記本体の周囲で前記本体に接触して前記本体の周囲を延びる少なくとも１つのバンド
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をさらに含んでおり、前記少なくとも１つのバンドが前記本体を前記周囲で圧迫する、請
求項１に記載のインプラント。
【請求項５】
　前記アーム対のそれぞれが、前記横突起の後側に沿って位置決め可能な後部アームと、
前記横突起の前側に沿って位置決め可能な前部アームとを含む、請求項１に記載のインプ
ラント。
【請求項６】
　前記上側の横突起と前記下側の横突起との間の植込み向きにおいて、前記後部アームが
、それぞれ、前後方向の前記前部アームそれぞれの厚さよりも大きい前後方向の厚さを含
む、請求項５に記載のインプラント。
【請求項７】
　前記本体が、前記上端部と前記下端部との間の中心軸に沿って延びており、前記スペー
サ部材の前記上端部のところの前記アームが、前記スペーサ部材の前記下端部のところの
前記アームから内側方向にずれている、請求項５に記載のインプラント。
【請求項８】
　前記本体に係合された、前記本体から延びる少なくとも１つのテザーをさらに含んでお
り、前記テザーが、前記脊椎運動分節の後部要素の周りに位置決め可能である、請求項１
に記載のインプラント。
【請求項９】
　前記本体が、前記上側の横突起と前記下側の横突起との間に位置決めされたときに前記
本体の後方を向いた側と前方を向いた側との間で前記本体を貫いて延びる少なくとも１つ
のボアを含んでおり、前記少なくとも１つのテザーが、前記少なくとも１つのボア内を延
びる、請求項８に記載のインプラント。
【請求項１０】
　前記第１のボアに隣接し、かつ前記第１のボアに平行な、前記本体を貫く第２のボアを
さらに含む、請求項９に記載のインプラント。
【請求項１１】
　脊椎インプラントシステムであって、
　脊椎の正中線の第１の側で脊椎運動分節の上側および下側の横突起のうちそれぞれ隣接
したものを受けるような構造をした、上端部とその反対側の下端部との間を延びる第１の
スペーサ部材と、
　前記脊椎の正中線の第２の側で脊椎運動分節の上側および下側の横突起のうちそれぞれ
隣接したものを受けるような構造をした、上端部とその反対側の下端部との間を延びる第
２のスペーサ部材とを含んでおり、前記スペーサ部材それぞれが、前記上側の横突起と前
記下側の横突起との間を延びて、前記脊椎運動分節の伸展時の前記上側および下側の横突
起の互いに向かう動きを動的に制限するようなサイズおよび形状をした圧縮性の本体を含
む、脊椎インプラントシステム。
【請求項１２】
　前記スペーサ部材それぞれについて係合部材をさらに含んでおり、前記係合部材それぞ
れが、前記スペーサ部材を前記脊椎運動分節の後部要素にしっかり固定するために前記後
部要素の周りに位置決め可能なテザーの形態をしている、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　前記スペーサ部材それぞれの前記本体が、前記上側の横突起と前記下側の横突起との間
の植込み向きにおいて後部の表面と前部の表面とを含んでおり、前記前部および後部の表
面が前記上端部と前記下端部との間を延びており、前記前部の表面が前記上端部と前記下
端部との間に凹状の湾曲を含む、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記スペーサ部材それぞれについて、前記後部の表面が前記上端部と前記下端部との間
で凸状に湾曲する、請求項１３に記載のシステム。
【請求項１５】
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　前記スペーサ部材それぞれについて、前記本体が、前記上側の横突起を受ける陥凹表面
を間に画定する１対の上側アームと、前記下側の横突起を受ける陥凹表面を間に画定する
１対の下側アームとを含む、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記一対のアームそれぞれが、前記横突起の後側に沿って位置決め可能な後部アームと
、前記横突起の前側に沿って位置決め可能な前部アームとを含む、請求項１５に記載のシ
ステム。
【請求項１７】
　前記スペーサ部材それぞれの前記上側の横突起と前記下側の横突起との間の植込み向き
で、前記後部アームが、それぞれ、前後方向の前記前部アームそれぞれの厚さよりも大き
い前後方向の厚さを含む、請求項１６に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、脊椎運動分節の横突起間の動的安定化のためのインプラントおよび方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　脊柱の伸展の結果として起こる椎骨の動きに対する抵抗力をもたらすために、隣接した
棘突起間にインプラントを位置決めすることができる。これらのインプラントは、脊椎の
伸展を動的に制限する衝撃吸収装置または緩衝装置を提供することができる。インプラン
トは、棘突起間の該インプラントの位置決めを維持し、また同時に脊椎の屈曲を制限する
ために、棘突起およびインプラントの周りを完全に延びるループ状のケーブルもしくはス
トラップによって隣接した棘突起にしっかり固定することができる。棘突起インプラント
は、脊椎の正中線に沿った動的安定化をもたらすが、後部椎骨要素の片側または両側の場
所での動的安定化は、そのようなインプラントによっては達成されない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　後部椎骨要素を通じて脊椎運動分節の片側または両側の動的安定化をもたらす、脊椎イ
ンプラント、インプラントアセンブリ、およびインプラントを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　一態様によれば、脊椎インプラントは、上端部とその反対側の下端部との間を延びるス
ペーサ部材を含む。上端部および下端部は、それぞれ、１対のアームと、それら１対のア
ーム間の陥凹表面とを含む。アームは、脊椎運動分節の上側および下側の横突起のうちそ
れぞれ隣接したものを受けるような構造である。スペーサ部材は、上側の横突起と下側の
横突起との間を延びて、脊椎運動分節の伸展時の上側および下側の横突起の互いに向かう
動きを動的に制限するようなサイズおよび形状をした圧縮性の本体を含む。
【０００５】
　他の態様によれば、脊椎インプラントシステムは、脊椎の正中線の第１の側で脊椎運動
分節の上側および下側の横突起のうちそれぞれ隣接したものを受けるような構造をした、
上端部とその反対側の下端部との間を延びる第１のスペーサ部材を含む。システムは、さ
らに、脊椎の正中線の第２の側で脊椎運動分節の上側および下側の横突起のうちそれぞれ
隣接したものを受けるような構造をした、上端部とその反対側の下端部との間を延びる第
２のスペーサ部材を含む。各スペーサ部材は、上側の横突起と下側の横突起との間を延び
て、脊椎運動分節の伸展時の上側および下側の横突起の互いに向かう動きを動的に制限す
るようなサイズおよび形状をした圧縮性の本体を含む。
【０００６】
　他の態様によれば、脊椎運動分節を安定化させる方法は、脊椎運動分節の隣接した上側
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の横突起と下側の横突起との間にスペーサ部材を位置決めするステップを含んでおり、該
スペーサ部材が、上側の横突起の下面に接触する上端部と、下側の横突起の上面に接触す
る下端部とを含んでおり、前記方法は、さらに、脊椎運動分節の伸展に応答して横突起間
を弾性圧縮するスペーサ部材によって脊椎運動分節を動的に安定化させるステップを含む
。
【０００７】
　以上および他の態様を、以下でさらに論じる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明の原理の理解を深めるために、ここで、諸図面に示された諸実施形態を参照し、
特定の用語を使用してそれら諸実施形態を説明する。しかし、それによって本発明の範囲
を制限しようとするものではないことが理解されよう。ここに示されるデバイスの変更お
よび他の修正ならびに本明細書で示される本発明の原理の他の応用は、本発明が関係する
技術分野の技術者が通常思い付くはずのものとして企図される。
【０００９】
　インプラントは、脊椎の伸展および／または屈曲を動的に安定化させて制限するために
、脊椎運動分節の隣接した横突起間に位置決め可能である。インプラントは、横突起間で
受けられる、横突起間の伸延力を維持しながら運動分節の伸展運動を可能にするように圧
縮可能なスペーサ部材を含む。
【００１０】
　あるインプラントシステムでは、両側の安定化をもたらすために、スペーサ部材が脊椎
運動分節に対して両側に位置決めされる。他のインプラントシステムでは、インプラント
システムによって片側の安定化がもたらされる。他のシステムでは、片側システムについ
ても両側システムについても、マルチレベルの椎骨安定化が企図される。インプラントシ
ステムは、単独で使用することもでき、例えば、ロッド、プレート、テザー（ｔｅｔｈｅ
ｒｓ）、椎体間融合固定デバイス、椎体間スペーサ、人工椎間板、線維輪修復（ａｎｎｕ
ｌｕｓ　ｒｅｐａｉｒ）システム、ステープルなど、他のインプラントと併せて使用する
こともできる。
【００１１】
　他の形態では、テザーの形態をした１つもしくは複数の係合部材が、インプラントを１
つもしくは複数の後部椎骨要素またはインプラントに結合させる。係合部材は、スペーサ
部材に係合させることもでき、またはスペーサ部材内を延びることもできる。係合部材は
、脊椎の屈曲を制限する構成の後部要素に係合させることができる。代替的に、または追
加的に、スペーサ部材が横突起間の植込み場所から変位するのを防ぐ方式で、係合部材を
後部要素に係合させることもできる。
【００１２】
　図１では、脊柱の中心軸２１に沿って、上側の椎骨１１と、下側の椎骨１５と、それら
の間の脊椎円板１３とを含む脊柱分節１０が示されている。椎骨１１、１５、および円板
１３は、脊椎運動分節を構成しており、脊椎運動分節が多数の椎骨レベルを含み得ること
が理解される。上側の椎骨１１は、第１の上側の横突起１２と第２の上側の横突起１６と
を含む。下側の椎骨１５は、第１の下側の横突起１４と第２の下側の横突起１８とを含む
。横突起１２、１４、１６、１８は、棘突起１７、１９、椎間関節、椎弓根、および各椎
骨１１、１５の他の後部構造とともに、脊椎運動分節の後部椎骨要素を構成する。
【００１３】
　脊椎インプラント３０は、動的な脊椎安定化をもたらすために後部椎骨要素と係合した
状態に位置決めされる。脊椎インプラント３０は、脊椎運動分節の伸展の結果として起こ
る棘突起の互いに向かう動きを制限するために、横突起１２、１４の隣接表面間を延びて
それら隣接表面に接触するスペーサ部材３２を含む。例えば、スペーサ部材３２は、横突
起１２の下面２２に接触する上端部３４と、横突起１４の上面２６に接触する下端部３６
とを含むことができる。スペーサ部材３２は、脊椎伸展に応答して弾性的に縮んで伸展力
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に対する抵抗力をもたらし、かつスペーサ部材３２が圧縮されるときの横突起１２、１４
の互いに向かう動きを制限するような構造をした本体を含むことができる。
【００１４】
　図１は、さらに、脊柱の中心軸２１の他の側にある第２の脊椎インプラント３０を示す
。第２のスペーサ部材３２は、他方のインプラント３０と同様の構造とすることができ、
脊椎運動分節の伸展の結果として起こる棘突起の互いに向かう動きを制限するために、横
突起１６、１８の隣接表面間を延びてそれら隣接表面に接触するように構成される。イン
プラント３０は、脊柱分節１０の両側安定化をもたらすように両側で機能する。マルチレ
ベル安定化処置のために、追加のインプラント３０を１つもしくは複数の追加の椎骨レベ
ルのところに設けることができる。複数のインプラント３０を使用して、１つもしくは複
数の椎骨レベルを片側で安定化できることが、さらに企図される。脊椎インプラントは、
単独で、または組み合わせて、脊椎のスペース（ｓｐｉｎａｌ　ｓｐａｃｅ）および／ま
たは椎孔を伸延させて神経根の圧力を緩和し、脊椎要素を減圧する働きをすることができ
る。インプラントは、脊椎運動分節の運動能力を維持しながら全体的な安定性をもたらす
。
【００１５】
　図２にさらに示されるように、スペーサ部材３２は、１対の上側アーム４２と１対の下
側アーム４４とを含む。上側アーム４２は、それらの間に凹状に湾曲した上側表面３５を
画定し、下側アーム４４は、それらの間に凹状に湾曲した下側表面３７を画定する。凹状
に湾曲した表面３５、３７は、該表面がそれに当てて位置決めされる横突起の表面に概ね
共形なもの、または横突起の表面に共形となることが可能なものとすることができる。ア
ーム４２、４４は、スペーサ部材３２が横突起１２、１４間の位置決めから外れるのを阻
止するために、それぞれの横突起１２、１４の両側に沿って延び、それら横突起を受ける
。
【００１６】
　スペーサ部材３２は、植え込まれた向きにおいて前方を向いた表面４６と、後方を向い
た表面４８とを含む。前方を向いた表面４６は、出てくる神経根２８を覆って嵌合し、そ
の神経根の衝突を防ぐまたは避けるために、凹状の湾曲部を含むことができる。後方を向
いた表面４８は、ここに示したように凸状に湾曲したものとすることもでき、凹状の湾曲
部を含むこともでき、直線状の形態とすることもできる。
【００１７】
　加えて、各アーム対４２、４４は、前部アーム４２ａ、４４ａと、後部アーム４２ｂ、
４４ｂとを含む。ここに示される実施形態では、前部アーム４２ａ、４４ａの厚さは、後
部アーム４２ｂ、４４ｂの厚さよりも小さい。縮小された厚さは、神経根２８が椎孔から
出る領域内のスペーサ物質の量を制限し、神経根２８が通るために利用可能な空間を増大
させる。
【００１８】
　他の実施形態では、スペーサ部材３２の剛性を向上または増大させるために補剛部材を
設けることができることが企図される。例えば、図３に示されるように、中心軸３３を横
切る方向でスペーサ部材３２の周囲を延びて該周囲に接触する、バンドの形態をした補剛
部材５０が示されている。補剛部材５０を追加または除去することによってスペーサ部材
３２の剛性プロファイルを増減できるように、多数の補剛部材５０をスペーサ部材３２の
周りに設けることができる。他の実施形態では、補剛部材５０は、スペーサ部材３２の長
さの大部分に沿って延びる幅を含む。
【００１９】
　図３では、植え込まれた向きにあるときの、内外方向のスペーサ部材３２の形状の一実
施形態が示されている。図４は、脊柱の左手側に沿って位置決め可能なスペーサ部材３２
の一実施形態を、後方から前方に向かう方向で見た立面図で示す。スペーサ部材３２は、
上端部３４と下端部３６との間を延びており、前述のように、アーム４２は、上端部３４
のところに設けられ、アーム４４は、下端部３６のところに設けられる。中心軸３３が、
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スペーサ部材３２を、右手側もしくは内側と、左手側もしくは外側とに分ける。スペーサ
部材３２は、内側に沿って延びる内側表面５２と、外側に沿って延びる外側表面５４とを
含む。下端部３６に隣接したところで、内側表面５２は、下側アーム４４に沿って、中心
軸３３に向かってまたは中心軸３３の片側へと横方向にずれている。内側表面５２は、下
側アーム４４から上端部３４のところの上側アーム４２へと中心軸３３に対して横方向に
延びる。内側表面５２は、上側アーム４２に沿って、中心軸３３の内側にずれており、ま
た、下側アーム４４に沿った内側表面５２の部分に対して内側にずれている。
【００２０】
　ずれた内側表面５２は、横突起と椎弓根との接合部のところでスペーサ部材３２を骨構
造および骨形状に沿ってまたは当てて設置するのを容易にするような形状である。横突起
と椎弓根との接合部のできるだけ近くにスペーサ部材３２を設置できるようにすることに
よって、横突起に作用するモーメントアームが最小限に抑えられる。他の実施形態では、
スペーサ部材３２は、該スペーサ部材３２が骨構造に接触したときに共形となることがで
きるように変形する材料特性をもつように作製される。他の実施形態では、内側表面と外
側表面とを互いに平行とすることができる。
【００２１】
　ここで図５を参照すると、インプラントアセンブリ１３０が示されている。インプラン
トアセンブリ１３０は、上端部１３４と下端部１３６との間を延びる本体を有するスペー
サ部材１３２を含む。第１のアームの対１４２が上端部１３４に隣接して設けられ、第２
のアームの対１４４が下端部１３６に隣接して設けられる。スペーサ部材１３２は、前述
のスペーサ部材３２に類似しており、脊椎運動分節の隣接した上側の横突起と下側の横突
起との間に位置決めされてそれら横突起を受けるような構造である。しかし、インプラン
トアセンブリ１３０は、それから延びる、スペーサ部材１３２を脊椎運動分節の後部椎骨
要素またはインプラントに取り付けるための係合部材１５０を含む。
【００２２】
　スペーサ部材１３２は、ここに示した実施形態では該スペーサ部材１３２の前側および
後側を含め、その両側の間を延びる貫通通路１４８を含む。通路１４８は、その中で係合
部材１５０を受ける。係合部材１５０は、多数の係合部材を含むこともでき、または通路
１４８を通ってループ状となった単一の係合部材を含むこともできる。他の諸実施形態は
、１つもしくは複数の係合部材１５０がそれらの中に位置決めされる、単一の通路１４８
、または３つ以上の通路１４８を企図する。
【００２３】
　係合部材１５０は、テザー、コード、ワイヤ、ケーブル、縫合糸、バンド、ストラップ
、ベルト、または操作および１つもしくは複数の後部椎骨要素への固定に適した他の構造
の形態とすることができる。係合部材１５０は、後部椎骨要素に巻き付け、または後部椎
骨要素の周りに位置決めしてから、圧着または他の適切な留め具によって適所に維持する
ことができる。さらに、係合部材１５０を任意の適切な方式でスペーサ部材１３２に結合
させることができる。一実施形態では、係合部材１５０は、スペーサ部材１３２に可動式
に結合される。係合部材１５０は、スペーサ部材１３２と一体的に形成することもでき、
または留め具、縫合糸、アンカー、ケーブル、リンク、オーバーモールド、または他の適
切な連結によって取り付けることもできる。スペーサ部材１３２には、係合部材１５０を
スペーサ部材１３２に係合させるのを容易にするために、耳状部、鳩目穴、陥凹部、また
は他の適切な構造を設けることができる。係合部材１５０は、脊椎の屈曲を制限すること
が望ましい脊椎安定化処置で、例えば、上側の横突起の上面と下側の横突起の下面との周
りに該係合部材１５０を巻き付けることによって使用することができる。係合部材は、代
替的に、スペーサ部材１３２を横突起間の適所に維持するための保持機構として使用する
こともできる。
【００２４】
　本明細書に記載した様々な実施形態に関して、係合部材は、様々なデバイスおよび／も
しくは技術を使用してスペーサ部材に接合もしくは固定することもでき、またはスペーサ
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る。スペーサ部材は、例えば、係合部材をスペーサ部材に縫い付けることによって、熱溶
接もしくは熱結合、接着結合、３次元織り／編み、ねじ、ステープル、ピン、鋲、または
リベット固定によって、係合部材に接合するまたは取り付けることができる。さらに、離
隔部材を横突起間に設置する前でも、設置した後でも、係合部材をスペーサ部材にしっか
り固定することができる。係合部材は、外科処置で脊柱に係合された他のインプラントア
センブリの他の係合部材にも他のインプラントにも係合させることができる。
【００２５】
　スペーサ部材は、可撓性のある、または少なくともいくらかの可撓性を示す構成要素か
ら製作することができる。そのような構成要素の例には、織布チュービング、織メッシュ
および不織メッシュ、もしくは編み／織り構造、縫合糸、テザー、コード、平面部材、バ
ンド、ワイヤ、ケーブル、または隣接した棘突起間を延びて該棘突起を支持することので
きる他の任意の構成要素が含まれる。さらに、挿入および取付けの間ならびにそれらの後
でスペーサ部材が様々な形状を呈することができるように、スペーサ部材を弾性（resili
ent）かつ／または伸縮性（elastic）のものとすることができる。スペーサ部材は、任意
の生体適合性材料、合成もしくは天然由来の材料、および吸収性もしくは非吸収性の性質
をもつ材料から作製することができる。スペーサ部材の材料の適切な例には、自家移植片
、同種移植片、もしくは異種移植片；軟組織、結合組織、脱塩骨基質、およびそれらの組
合せを含めた組織材料；ポリラクチド、ポリグリコリド、チロシン由来のポリカーボネー
ト、ポリ無水物、ポリオルトエステル、ポリホスファゼン、リン酸カルシウム、ヒドロキ
シアパタイト、生体活性ガラス、コラーゲン、アルブミン、フィブリノゲン、およびそれ
らの組合せを含めた吸収性材料；ならびに、ポリエチレン、ポリエステル、ポリビニルア
ルコール、ポリアクリロニトリル、ポリアミド、ポリテトラフルオロエチレン、ポリパラ
フェニレンテレフタルアミド、ポリエーテルエーテルケトン、セルロース、およびそれら
の組合せを含めた非吸収性材料が含まれる。
【００２６】
　本明細書に記載の係合部材は、合成もしくは天然の自家移植片、同種移植片、または異
種移植片を含めた、生体適合性材料のいずれか１つまたはその組合せから作製することが
でき、吸収性の性質とすることも非吸収性の性質とすることもできる。組織材料の例には
、硬組織、結合組織、脱塩骨基質、およびそれらの組合せが含まれる。吸収性材料の他の
例は、ポリラクチド、ポリグリコリド、チロシン由来のポリカーボネート、ポリ無水物、
ポリオルトエステル、ポリホスファゼン、リン酸カルシウム、ヒドロキシアパタイト、生
体活性ガラス、およびそれらの組合せである。非吸収性材料の他の例は、炭素強化高分子
複合材料、形状記憶合金、チタン、チタン合金、コバルトクロム合金、ステンレス鋼、お
よびそれらの組合せである。
【００２７】
　本発明について諸図面および以上の説明で詳細に図示し説明したが、これらは、特徴を
制限するものではなく例示的なものと見なすべきであり、単に好ましい実施形態を示し記
載したにすぎないこと、ならびに本発明の趣旨に含まれるすべての変更および修正形態の
保護が望まれることが理解される。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】インプラントアセンブリがそれに係合した脊柱運動分節の後方部分の立面図であ
る。
【図２】図１の脊柱運動分節の側面図である。
【図３】他の実施形態のインプラントアセンブリの立面図である。
【図４】他の実施形態のインプラントアセンブリの立面図である。
【図５】他の実施形態のインプラントアセンブリの立面図である。
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